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(57)【要約】
【課題】ビルの低層階に設置されたデータセンタの空調
をビルに設置されているエレベータのエレベータシャフ
ト内で起きる煙突効果を利用して行う。
【解決手段】部屋１の床２に複数の情報機器３が設置さ
れたデータセンタ１０の冷却装置を、床下に設けられて
床面に開口する通風孔２１を備えた第１の空調室１１と
、部屋１の天井５の上に設けられ、外気を取り込む為の
外気導入部４、部屋１に連通する開口５１及び開口５１
から流入する空気を部屋の外に排出する内気排出部６を
備える第２の空調室１２と、第１の空調室１１と第２の
空調室１２とを連通し、空気調和装置２０を備えるバイ
パスダクト９とから形成し、内気排出部６をビル５０に
設けられたエレベータシャフト７に接続してエレベータ
シャフト７の煙突効果を利用して換気を行うようにした
。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　データセンタの冷却装置であって、
　複数の情報機器が設置された床の下に設けられ、外気取込用の外気導入部を備えると共
に、前記情報機器の空気取入口に連結された第１の空調室と、
　前記データセンタの天井の上に設けられ、前記情報機器の空気排出口に連結されると共
に、前記空気排出口から排出された空気を前記データセンタの外に排出する内気排出部を
備える第２の空調室とを備え、
　前記内気排出部が、煙突状排気ダクトの側面に連絡されていることを特徴とするデータ
センタの冷却装置。
【請求項２】
　前記外気導入部と前記内気排出部の少なくとも一方に、通過する空気流量を調節する空
気流量調節部が設けられていることを特徴とする請求項１に記載のデータセンタの冷却装
置。
【請求項３】
　データセンタの冷却装置であって、
　複数の情報機器が設置された部屋の床下に設けられ、前記部屋に連通する通風孔を備え
た第１の空調室と、
　前記部屋の天井の上に設けられ、外気取込用の外気導入部、前記部屋に連通する開口及
び前記開口から流入する空気を前記部屋の外に排出する内気排出部を備える第２の空調室
と、
　前記第１の空調室と前記第２の空調室とを連通するバイパスダクト、及び
　前記バイパスダクト内に設けられ、前記第１の空調室から空気を吸い込み、温度調節し
て前記第２の空調室に吐出する空気調和装置とを備え、
　前記内気排出部が煙突状排気ダクトの側面に連絡されていることを特徴とするデータセ
ンタの冷却装置。
【請求項４】
　前記データセンタがビルの低層階に設けられており、
　前記煙突状排気ダクトが、前記ビルの屋上まで貫通するエレベータのエレベータシャフ
トであることを特徴とする請求項１から３の何れか１項に記載のデータセンタの冷却装置
。
【請求項５】
　前記内気排出部に前記空気流量調節部が設けられており、
　前記空気流量調節部は、前記エレベータシャフトから前記第２の空調室への空気の流入
を阻止することを特徴とする請求項４に記載のデータセンタの冷却装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は煙突状排気ダクトの煙突効果を利用してデータセンタの冷却を行うデータセン
タの冷却装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、データセンタやマシンルームあるいはサーバルームと呼ばれる部屋、空間にはサ
ーバやストレージシステム、ネットワーク機器などのＩＴ（情報技術）機器や、ＩＴ機器
が積み重ねられたＩＴ機器搭載ラックが多数設置されている。ＩＴ機器はＣＰＵ他の機能
部品を持ち、電力を消費する過程で発熱するが、信頼性や動作保障のためには環境温度を
一定温度以下（例えば２８°Ｃ以下）に維持する必要がある。このため、ＩＴ機器が設置
された部屋にはファン等の空気流発生部品を空調システムとして設置し、空調システムに
よる強制空冷によって室温を一定温度以下に保持することが一般的である。ＩＴ機器の熱
設計では、ＩＴ機器は本体の前面に設けられた空気取入口から一定温度内（１８°Ｃ～２
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８°Ｃ）の空気を本体内部に吸い込むことが前提となっている。
【０００３】
　通常、サーバを始めとするＩＴ機器類は、１９インチラック（多種多様なベンダ製品を
搭載できるように規格化されたラックであり、機器取付用の支柱のネジの水平間隔が１９
インチと定められている。高さは７０ｃｍ～２ｍである。）等に搭載される。大規模なデ
ータセンタになると、ＩＴ機器が搭載された多数のラックでラック列を形成し、互いに隣
り合うラック列の前面または背面が互いに向かい合うように構成される（ホットアイル/
コールドアイル）。コールドアイルには床面にグリル（または床開口、パンチングパネル
等）が設けられており、空調システムで生成された冷却風を床下に設けられた空間（空調
室）を通じてＩＴ機器に供給して、ＩＴ機器を冷却するようになっている。
【０００４】
　ＩＴ機器を冷却する為の空調システムには様々なタイプのものがある。例えば、室内機
と室外機を有するエアコンディショナタイプ、室内機は水で空気を冷やし、水は外部のタ
ーボ冷凍機で冷却するタイプ等がその例として挙げられる。そして、冷凍サイクル機能を
備えたエアコンディショナタイプの空調システムにはモータで駆動される圧縮機（コンプ
レッサ）があり、冷媒を蒸発器（エバポレータ）に流して空気を冷却している。この場合
、いずれの空調システムも空間／部屋内の空気を熱交換で冷やす室内機にはブロアなど送
風機があり、ＩＴ機器を冷却して温度が上昇した冷却風を外部に放出するために別のブロ
アなどの送風機が用いられることが一般的である。つまり、エアコンディショナタイプの
空調システムでは空気を冷やすためにも送風機や圧縮機を稼動させ、空気を外部に放出す
るためにも送風機を稼動させるので、大きな電力エネルギを消費している。
【０００５】
　空調システムで使用するエネルギは、データセンタの中ではＩＴ機器を稼働させるエネ
ルギに次いで大きいため、データセンタの省電力化においては、空調システムの効率化が
非常に重要になってきている。これまでのデータセンタの冷却装置は、ＩＴ機器の排気を
エアコンディショナ（以後空調機と言う）で冷却して再びＩＴ機器に冷気供給する建屋内
の空気循環方式が主流であった。一方、近年ではデータセンタの冷却に要する運用コスト
をできるだけ抑える為に、冬場においては外気の冷たい空気を直接ＩＴ機器に供給する空
調システムが考えられるようになっている（例えば特許文献１参照）。このような外気導
入型の空調システムでは、冷却設備で最も電力を使用するチラー等の冷熱源設備を外気導
入時に稼働させずに済むので、冷却に使用する電力を大幅に削減することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－２６１６９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、既存の外気導入型の空調システムでは、外気導入用の導入ファンと排気ファ
ンが必要であり、設備コストが大きくなるという課題がある。
【０００８】
　１つの側面では、本出願は、データセンタがビルの低層階に設置されている場合に、ビ
ルを貫く連通空間（ダクト）の煙突効果を利用して、データセンタへの外気の導入を冬季
に図ることが可能なデータセンタの冷却装置を提供することを目的とする。
【０００９】
　他の側面では、ビルの低層階にデータセンタが設置されている場合に、エレベータシャ
フト内で起きる煙突効果を利用して、データセンタへの外気の導入を冬季に図ることが可
能なデータセンタの冷却装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
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　実施形態の一観点によれば、データセンタの冷却装置であって、複数の情報機器が設置
された床の下に設けられ、外気取込用の外気導入部を備えると共に、情報機器の空気取入
口に連結された第１の空調室と、データセンタの天井の上に設けられ、情報機器の空気排
出口に連結されると共に、空気排出口から排出された空気を前記データセンタの外に排出
する内気排出部を備える第２の空調室とを備え、内気排出部が、煙突状排気ダクトの側面
に連絡されていることを特徴とするデータセンタの冷却装置が提供される。
【００１１】
　実施形態の他の観点によれば、データセンタの冷却装置であって、複数の情報機器が設
置された部屋の床下に設けられ、部屋に連通する通風孔を備えた第１の空調室と、部屋の
天井の上に設けられ、外気取込用の外気導入部、部屋に連通する開口及び開口から流入す
る空気を部屋の外に排出する内気排出部を備える第２の空調室と、第１の空調室と第２の
空調室とを連通するバイパスダクト、及びバイパスダクト内に設けられ、第１の空調室か
ら空気を吸い込み、温度調節して前記第２の空調室に吐出する空気調和装置とを備え、内
気排出部が煙突状排気ダクトの側面に連絡されていることを特徴とするデータセンタの冷
却装置が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】エレベータを昇降させるエレベータシャフトを備え、低層階にデータセンタが設
置されたビルの外観図である。
【図２】本出願の第１の実施例のデータセンタの冷却装置の構造を示す部分断面図である
。
【図３】本出願の第２の実施例のデータセンタの冷却装置の構造を示す部分断面図である
。
【図４】本出願の第３の実施例のデータセンタの冷却装置の構造を示す部分断面図である
。
【図５】図１に示されるビルの垂直方向の断面図である。
【図６】（ａ）は第１から第３の実施例のデータセンタの冷却装置における外気導入部の
一実施例の構成を示す部分拡大断面図、（ｂ）は第１から第３の実施例のデータセンタの
冷却装置における外気導入部の他の実施例の構成を示す部分拡大断面図である。
【図７】本出願の第４の実施例のデータセンタの冷却装置の構造を示す部分断面図である
。
【図８】本出願の第５の実施例のデータセンタの冷却装置の構造を示す部分断面図である
。
【図９】第５の実施例におけるダンパの制御手順の一実施例を示すフローチャートである
。
【図１０】図１に示したデータセンタに本出願の冷却装置が設置された場合の、データセ
ンタの正面図、平面図及び側面図である。
【図１１】データセンタがコンテナに設置された場合の本出願のデータセンタの冷却装置
の構造を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、添付図面を用いて本出願の実施の形態を、具体的な実施例に基づいて詳細に説明
する。なお、以後の説明では、同じ機能を備える構成部品については、異なる形状であっ
ても同じ符号を付して説明する。
【００１４】
　図１はエレベータを昇降させるエレベータシャフト７を備え、２階のような低層階ＬＦ
にデータセンタ１０が設置されたビル５０及びビル５０から抜き出したデータセンタ１０
の構成の一例を示すものである。エレベータシャフト７はビル５０の低層階ＬＦから高層
階ＨＦまで貫き、屋上５２まで達するものであり、煙突効果を備える煙突状ダクトの一種
と考えられる。ビル５０のデータセンタ１０より上層の階には一般にオフィスが入居して
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いる。
【００１５】
　データセンタ１０は、抜き出して示すように、部屋１の床２の上に数多くの情報機器３
が設置されている。情報機器３は、サーバ、ストレージシステム、ネットワーク機器等で
あり、ＩＴ機器とも呼ばれる。床２の中央部に設けられた孔１７はエレベータシャフト７
を貫通させるための貫通孔である。また、データセンタ１０の多くは、動作時に発熱する
情報機器３を冷却するために、床２の下に空調用空間１１を有するフリーアクセスフロア
構造を採用している。フリーアクセスフロア構造では、情報機器３から排出された暖気が
部屋１に設置された空気調和装置２０に上方から吸い込まれ、冷却されて床下の空調用空
間１１に排出され、床２に設けられた図示しない孔空き床タイルから部屋１内に還流する
ようになっている。即ち、データセンタ１０の部屋１の中の空気はフリーアクセスフロア
構造によって連続的な対流循環を行い、気流が加熱されたり冷却されたりする。
【００１６】
　上述のデータセンタ１０のフリーアクセスフロア構造に対して、本出願が対象とするデ
ータセンタ１０は、図２に示す第１の実施例のように、部屋１の床２の下に空調用空間１
１があり、天井５の上に第２の空調室１２がある冷却装置６１を備えている。空調用空間
１１は以後、第１の空調室１１と言う。床２の上にはラック１３に収容された複数の情報
機器３があり、情報機器３の上部にはラック１３内に冷却風を流すためのファン１６があ
る。そして、第１の空調室１１は外気を取り込む為の外気導入部４を備えると共に、情報
機器３が組み込まれたラック１３の空気取入口３１に連結されている。また、第２の空調
室１２は情報機器３が組み込まれたラック１３の空気排出口３２に連結されると共に、空
気排出口３２から排出されて第２の空調室１２に流入した空気を部屋１の外に排出する内
気排出部６を備えている。
【００１７】
　第１の実施例では、ラック１３の空気取入口３１が床面にあり、空気排出口３２が天井
部にあるので、ラック１３内には情報機器３が縦置きされている。そして、第１の実施例
では、内気排出部６が、部屋１に隣接して設けられた煙突状排気ダクト７の側面に連絡さ
れているが、煙突状排気ダクト７は部屋１の内部又は外部の何れににあっても良い。また
、部屋１と煙突状排気ダクト７とが離れている場合には、内気排出部６を連絡ダクトを用
いて煙突状排気ダクト７の側面に連絡すれば良い。煙突状排気ダクト７は上下方向に連続
する長いダクトであり、ビルではエレベータシャフトがこれに相当する。外気導入部４と
内気排出部６とは開閉が可能である。外気導入部４は冷たい外気を取り入れるためのもの
であるので、外気温度が高い時には閉じている。また、外気導入部４は雨の侵入を防止す
る構造を備えている。
【００１８】
　更に、第１の実施例では、外気導入部４と内気排出部６の両方に、開いた時に通過する
空気流量を調節する空気流量調節部４Ａ、６Ａが設けられている。外気導入部４だけに空
気流量調節部４Ａが設けられているか、或いは内気排出部６だけに空気流量調節部６Ａが
設けられている構成でも良い。そして、空気流量調節部４Ａ、６Ａによって通過する空気
流量をゼロにできる場合は、外気導入部４と内気排出部６に開閉機構を設けなくても良い
。
【００１９】
　図６（ａ）は空気流量調節部４Ａの一実施例の構成を示すものである。この実施例では
ビル５０の外壁面等に外気温センサ１８が設けられており、外気温センサ１８の出力が空
気流量調節部４Ａを制御する制御装置１５に入力されている。制御装置１５は外気温セン
サ１８によって検出された外気の温度が所定温度を下回って低くなった時には、外気導入
部４の空気流量調節部４Ａを開く。この構成では空気流量調節部４Ａに電磁弁を使用する
ことができる。制御装置１５はこのとき、図示しない内気排出部にある空気流量調節部も
開くように動作する。なお、他の実施例として、外気導入部４の空気流量調節部４Ａに制
御装置１５で開閉される電磁弁を設ける代わりに、図６（ｂ）に示すようなサーモスタッ
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ト付開閉弁を設け、外気温度が所定温度より低くなったら外気導入部４を開くようにする
ことも可能である。
【００２０】
　以上のように形成された第１の実施例の冷却装置６１では、冬季のような外気温度が低
い時に、外気導入部４と内気排出部６とが開口される。すると、煙突状排気ダクト７の煙
突効果により、煙突状排気ダクト７内部の空気が上昇し、この上昇気流によって内気排出
部６から第２の空調室１２内の空気が吸い出される。第２の空調室１２内の空気が吸い出
されると、第１の空調室１１内の空気がラック１３に収容された情報機器３を通って第２
の空調室１２に供給される。そして、第１の空調室１１内から第２の空調室１２に流れた
空気が、外気導入部４を通じて外部から流入する。外気導入部４から第１の空調室１１内
に流入する空気は冷たい空気であるので、これがラック１３に収容された情報機器３を通
ることにより、情報機器３が冷却される。
【００２１】
　煙突効果とは、上下方向に長いダクトにおいて、気体の浮力により生じるダクト内の上
昇気流のことである。異なる温度の流体があった場合、温度が高い（密度の低い）もの程
上昇し、温度が低い（密度が高い）もの程下降する性質がある。特に、ビル等におけるダ
クトの煙突効果は、ビルの隙間や開口からの外気の侵入により生じるものであり、ビル内
の暖房負荷の増加につながってしまう。
【００２２】
　図５に示すように、冬季のビル５０内では、ビル５０内で暖房されている空気はエレベ
ータシャフト７内等の上下方向に連続するダクトを通り、ビルの上層階ＨＦ側に移動する
。このため、ビル５０の上層階ＨＦ側にあるオフィス４０Ｈでは空気が窓や換気開口、そ
の他隙間などから漏れ出す。一方、ビル５０の低層階ＬＦ側にあるオフィス４０Ｌでは、
この暖かい空気の上昇気流により外気に対して負圧となる為、冷たい外気がドアや窓、そ
の他の隙間から侵入してしまう。本出願は、この現象を利用して前述のように冷たい外気
を取り入れて情報機器を冷却し、データセンタの冷却コストの削減を図るものである。
【００２３】
　図３は、本出願の第２の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６２の構造を示すもので
ある。第２の実施例では、第１の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６１の構造に加え
て、第１の空調室１１と第２の空調室１２との間に両者を連通するバイパスダクト９が設
けられている。このバイパスダクト９の第２の空調室１２との接続部には、空気流量調節
部９Ａが設けられており、バイパスダクト９を流れる空気の流量がこの空気流量調節部９
Ａで調節される。
【００２４】
　第２の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６２には更に、第１の空調室１１に温度セ
ンサ８が設けられており、第１の空調室１１の温度を測定している。第２の実施例では、
温度センサ８の温度検出値に応じて、空気流量調節部４Ａ，４Ｂを通過する空気流量が調
節される。第２の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６２では、外気温が非常に低い場
合には外気導入部４から第１の空調室１１に流入する外気の量を絞ることができる。
【００２５】
　図４は、本出願の第３の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６３の構造を示すもので
ある。第３の実施例では、第２の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６２の構造に加え
て、第１の空調室１１と第２の空調室１２とを連通するバイパスダクト９の中に空気調和
装置（エアコンディショナ）２０が設けられている。その他の構造は第２の実施例のデー
タセンタ１０の冷却装置６２と同じであるので、同じ構成部材には同じ符号を付してその
説明を省略する。
【００２６】
　空気調和装置２０は、例えば熱交換器２２とファン（ブロワ、送風機）２３とを少なく
とも備えている。熱交換器２２には、フィンがアルミ製、パイプが銅製のフィン＆チュー
ブ形式のものを使用できる。パイプ内にはチラー等の熱源機器によって冷却された冷水や
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冷媒が循環し、空気調和装置２０に集められた情報機器３から排出された温風の熱回収を
行う。空気調和装置２０は、３０°Ｃ程度の空気を取り込み、熱交換器２２によってこれ
を２０°Ｃ程度まで冷却し、ファン２３で第１の空調室１１内に送り込む。
【００２７】
　第３の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６３では、夏季のような外気温が高い時に
は外気導入部４と内気排出部６を閉じ、空気調和装置２０を動作させてデータセンタ１０
の部屋１の冷却を行うことができる。そして、ビル５０の外壁面等に外気温センサ１８を
取り付けておき、冬季のように外気温が低い状態を検出したら、外気導入部４と内気排出
部６を開き、煙突状排気ダクト７の煙突効果でデータセンタ１０の部屋１の冷却を行うこ
とができる。
【００２８】
　図７は、本出願の第４の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６４の構造を示すもので
ある。部屋１の床２の上には複数の情報機器３が設置されており、床２の下には第１の空
調室１１が設けられている。また、部屋１の天井５の上には第２の空調室１２が設けられ
ている。更に、部屋１の中には第１の空調室１１と第２の空調室１２とを連通するバイパ
スダクト９が設けられており、このバイパスダクト９の中には空気調和装置２０が設けら
れている。空気調和装置２０は第２の空調室１２から空気を吸い込み、温度調節（冷却）
して第１の空調室１１に排出する。
【００２９】
　部屋１の床２には第１の空調室１１に連通する通風孔２１が複数設けられており、空気
調和装置２０から第１の空調室１１に送り込まれた冷却された空気は、この通風孔２１か
ら部屋１の中に吹き出す。通風孔２１は情報機器３の空気取入口側（コールドアイル）の
床２に開口している。一方、部屋１の天井５には第２の空調室１２に連通する複数の開口
５１が設けられており、部屋１の中の空気が第２の空調室１２に吸い出される。開口５１
は情報機器３の冷却風排出口側（ホットアイル）の上側に位置する天井５に開口している
。そして、第２の空調室１２に、外気を取り込む為の外気導入部４が設けられていると共
に、外気導入部４と開口５１から流入する空気を部屋１の外に排出する内気排出部６が設
けられている。
【００３０】
　更に、第４の実施例では、通風孔２１から噴出した冷風が情報機器３の冷却風排出口側
に回らず、情報機器３の冷却風排出口から排出された温風が情報機器３の空気取入口側に
回らないように、情報機器３と天井５との間に垂れ壁２４、２５とが設けられている。垂
れ壁２４はホットアイルとコールドアイルとを仕切り、垂れ壁２５はコールドアイルと空
気調和装置を仕切っている。垂れ壁２４は垂れ幕でも良い。垂れ壁２４、２５はビニルや
金属を用いて形成することができ、材質は特に限定されるものではなく、コールドアイル
とホットアイルの間の空気の行き来を遮断する役割を持つものである。
【００３１】
　また、第４の実施例にはコールドアイルとホットアイルが設けられているので、ラック
１３に搭載される情報機器３はラック１３に横置きされており、情報機器の冷却風の取入
口が全てコールドアイルに面し、冷却風排出口が全てホットアイルに面している。ラック
１３には４本の支柱（マウントアングル）があり、マウントレールを使用して情報機器３
がラック１３に固定されている。ラック１３が箱状の場合は、情報機器の冷却風の取入口
側と冷却風排出口側にパンチング開口が設けられている。ラック１３は、例えばアルミ製
である。
【００３２】
　第４の実施例では、内気排出部６が部屋１を貫通する煙突状排気ダクト７の側面に連絡
されている。そして、データセンタ５０がエレベータを備えたビルの低層階に設置されて
いる場合は、煙突状排気ダクト７はエレベータシャフト７とすれば良い。第２の空調室１
２に設けられている外気導入部４と内気排出部６には、第１から第３の実施例で説明した
空気流量調節部４Ａ、６Ａと同様の空気流量調節部４Ａ、６Ａを設けることができる。空
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気流量調節部４Ａはビルの外壁部に設置されるので、開いている時及び閉じている時に外
部から第２の空調室１２内に雨が侵入しない構造となっている。
【００３３】
　第４の実施例のデータセンタ５０の冷却装置６４では、夏季のような外気温が高い時に
は外気導入部４と内気排出部６を閉じ、バイパスダクト９に設置された空気調和装置２０
を動作させてデータセンタ１０の部屋１の冷却を行うことができる。そして、ビル５０の
外壁面等に外気温センサ１８を取り付けておき、冬季のように外気温が低い状態を検出し
たら、外気導入部４と内気排出部６を開き、エレベータシャフト７の煙突効果でデータセ
ンタ１０の部屋１の冷却を行うことができる。
【００３４】
　図８は本出願の第５の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６５の構造を示すものであ
る。第５の実施例では、第４の実施例のデータセンタ１０の冷却装置６４の構造に加えて
、外気導入部４にダンパ４Ｄが設けられている。ダンパ４Ｄはダンパ制御部１４によって
開口率を調整できるものであり、前述の空気流量調節部４Ａと同じ機構を有する。真冬の
時期等では、データセンタ１０内の発熱が少ない状態で外気を取り入れ過ぎてしまうと、
データセンタ１０内が冷えすぎてしまう可能性がある。そして、データセンタ１０内が冷
え過ぎると、静電気が発生して情報機器３が故障してしまう虞がある。
【００３５】
　第５の実施例では、バイパスダクト９に設けられた空気調和装置２０の空気取入口側に
温度センサ８を設置し、温度センサ８の検出温度に応じてダンパ制御部１４にダンパ４Ｄ
の開口率の調整を行わせている。温度センサ８の検出温度が低い場合はダンパ４Ｄの開口
率が小さくなり、第２の空調室１２に導入する風量が少なくなるように調節している。こ
のダンパ制御部１４によるダンパ４Ｄの制御の一例を図９に示す。
【００３６】
　図９に示すフローチャートでは、ステップ９０１において空気調和装置（空調機）の還
気温度Ｃが温度センサ８によって検出される。次のステップ９０２では検出した温度Ｃが
基準温度ＴＲと比較される。そして、ステップ９０２において検出温度Ｃが基準温度ＴＲ
より低いと判定された場合（ＹＥＳ）はステップ９０３に進み、ダンパ４Ｄを閉じる方向
に制御してこのルーチンを終了する。一方、ステップ９０２において検出温度Ｃが基準温
度ＴＲ以上であると判定された場合（ＮＯ）はステップ９０４に進み、ダンパ４Ｄを開く
方向に制御してこのルーチンを終了する。こうした制御を取り入れることにより、情報機
器３の温度が必要以上に低下してしまう事故を防ぐことができる。
【００３７】
　図１０は、図１に示したデータセンタ１０に本出願の冷却装置が設置された場合の、デ
ータセンタ１０の正面図、平面図及び側面図を示している。図１に示したＸ，Ｙ，Ｚ方向
が図１０のＸ，Ｙ，Ｚ方向に対応している。図１０に示す符号は、第１から第５の実施例
において説明した部材の符号に一致しているので、ここでは詳しい説明を省略する。この
ように、データセンタ１０が１つのフロア全体に設けられており、部屋１の中をエレベー
タシャフト７が貫通する場合は、内気排出部６はエレベータシャフト７の扉が設けられな
い側面に設けることができる。この実施例では内気排出部６はエレベータシャフト７の対
向する側面に設けられている。また、この実施例では、外気導入部４はビル５０の対向す
る側壁に設けられているが、外気導入部４の数及び設置位置はこの実施例に限定されるも
のではない。
【００３８】
　なお、以上説明した実施例では、データセンタにある第１又は第２の空調室をエレベー
タシャフトに接続してその煙突効果を利用して外気導入を図っている。しかし、エレベー
タシャフト内には移動するエレベータがあり、エレベータが上昇する際にはエレベータよ
り下側のエレベータシャフト内が負圧になり、エレベータが下降する際にはエレベータよ
り下側のエレベータシャフト内が正圧になる。従って、エレベータ下降中は内気排出部か
らエレベータシャフト内の空気が第１又は第２の空調室に入り込まないように、内気排出
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部には逆止弁が設けられている。また、エレベータ上昇時には内気排出部からエレベータ
シャフト内に過度の空気の流出がないように内気排出部の空気流量調節部が動作する。
【００３９】
　図１１は本出願の第６の実施例の構造を示すものであり、データセンタ１０がコンテナ
３０に設置された場合の冷却装置６６の構造を示すものである。第６の実施例のデータセ
ンタ１０は、第１から第５の実施例のようにビルの中に設置されたものではないので、部
材の形状は異なるが、機能が同じものには同じ符号を付して説明する。
【００４０】
　コンテナ３０には床２の下に第１の空調室１１が設けられており、天井５の上には第２
の空調室１２が設けられている。床２には情報機器３が収容された複数台のラック１３と
、第１の空調室１１と第２の空調室１２を連通し、内部に空気調和装置２０が設けられた
バイパスダクト９が設けられている。９Ｂは空気調和装置２０の吸入口である。更に、床
２には第１の空調室１１に連通する通風孔２１が設けられており、第１の空調室１１内の
冷たい空気がこの通風孔２１を通じて部屋１内に吹き出すようになっている。部屋１から
第２の空調室１２に空気を流す開口の図示は省略してある。
【００４１】
　更に、コンテナ３０の隣りには、上下方向に延びる煙突状排気ダクト７が設けられてい
る。煙突状排気ダクト７の１つの側面がコンテナ３０の１つの側面に結合されており、第
２の空調室１２の煙突状排気ダクト７との接合面には内気排出部６が設けられている。そ
して、第２の空調室１２の内気排出部６と反対側の端面には外気を取り入れる外気導入部
４が設けられている。
【００４２】
　本出願のデータセンタは、コンテナのような小型の建屋に設置された場合でも、脇に煙
突状排気ダクト７を設置することにより、外気温度が低い時に、煙突状排気ダクト７の煙
突効果を利用した冷却が可能である。
【００４３】
　以上、本出願を特にその好ましい実施の形態を参照して詳細に説明した。本出願の容易
な理解のために、本出願の具体的な形態を以下に付記する。
【００４４】
　（付記１）　データセンタの冷却装置であって、
　複数の情報機器が設置された床の下に設けられ、外気取込用の外気導入部を備えると共
に、前記情報機器の空気取入口に連結された第１の空調室と、
　前記データセンタの天井の上に設けられ、前記情報機器の空気排出口に連結されると共
に、前記空気排出口から排出された空気を前記データセンタの外に排出する内気排出部を
備える第２の空調室とを備え、
　前記内気排出部が、煙突状排気ダクトの側面に連絡されていることを特徴とするデータ
センタの冷却装置。
　（付記２）　前記外気導入部と前記内気排出部の少なくとも一方に、通過する空気流量
を調節する空気流量調節部が設けられていることを特徴とする付記１に記載のデータセン
タの冷却装置。
　（付記３）　前記第１の空調室に温度センサが設けられており、前記温度センサの温度
検出値に応じて前記空気流量調節部を通過する空気流量が調節されることを特徴とする付
記１又は２に記載のデータセンタの冷却装置。
　（付記４）　前記温度センサが前記情報機器の空気取入口に隣接して設けられているこ
とを特徴とする付記３に記載のデータセンタの冷却装置。
　（付記５）　前記第１の空調室と前記第２の空調室とを連通するバイパスダクトとが設
けられていることを特徴とする付記１から４の何れかに記載のデータセンタの冷却装置。
【００４５】
　（付記６）　前記バイパスダクトに、前記第１の空調室から空気を吸い込み、温度調節
して前記第２の空調室に吐出する空気調和装置が設けられていることを特徴とする付記５
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　（付記７）　前記煙突状排気ダクトが前記データセンタを貫通して設けられていること
を特徴とする付記１から６の何れかに記載のデータセンタの冷却装置。
　（付記８）　データセンタの冷却装置であって、
　複数の情報機器が設置された部屋の床下に設けられ、前記部屋に連通する通風孔を備え
た第１の空調室と、
　前記部屋の天井の上に設けられ、外気取込用の外気導入部、前記部屋に連通する開口及
び前記開口から流入する空気を前記部屋の外に排出する内気排出部を備える第２の空調室
と、
　前記第１の空調室と前記第２の空調室とを連通するバイパスダクトと、
　前記バイパスダクト内に設けられ、前記第１の空調室から空気を吸い込み、温度調節し
て前記第２の空調室に吐出する空気調和装置とを備え、
　前記内気排出部が煙突状排気ダクトの側面に連絡されていることを特徴とするデータセ
ンタの冷却装置。
　（付記９）　前記外気導入部と前記内気排出部の少なくとも一方に、通過する空気流量
を調節する空気流量調節部が設けられていることを特徴とする付記８に記載のデータセン
タの冷却装置。
　（付記１０）　前記煙突状排気ダクトが前記データセンタを貫通して設けられているこ
とを特徴とする付記８又は９に記載のデータセンタの冷却装置。
【００４６】
　（付記１１）　前記部屋がビルの低層階に設けられており、
　前記煙突状排気ダクトが、前記ビルの屋上まで貫通するエレベータのエレベータシャフ
トであることを特徴とする付記７又は１０に記載のデータセンタの冷却装置。
　（付記１２）　前記内気排出部に前記空気流量調節部が設けられており、
　前記空気流量調節部は、前記エレベータシャフトから前記第２の空調室への空気の流入
を阻止することを特徴とする付記２又は９に記載のデータセンタの冷却装置。
　（付記１３）　前記データセンタより上の階の部屋の、前記第２の空調室に対応する空
調室を別の連絡通路を用いて前記エレベータシャフトに接続したことを特徴とする付記９
又は１０に記載のデータセンタの冷却装置。
【符号の説明】
【００４７】
　１　　部屋
　２　　床
　３　　情報機器（ＩＴ機器）
　４　　外気導入部
　５　　天井
　６　　内気排出部
　７　　煙突状排気ダクト（エレベータシャフト）
　９　　バイパスダクト
　１１　　第１の空調室
　１２　　第２の空調室
　２０　　空気調和装置
　３０　　コンテナ
　５０　　ビル
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